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第２１回参議院選挙にあたって


第２１回参議院選挙が、７月１２日公示、２９日投票で行われます。今回の選挙は、改憲手続法を強行成立させた安倍首相が、３年後には改憲の発議をしたいと言明しているもとでたたかわれます。戦争する国づくりのために憲法を変える勢力を選ぶのか、それとも憲法９条を守り改憲を阻止する勢力を選ぶのか。それが、選挙戦の最大の焦点です。
自民党は、今回の選挙公約で、「新憲法制定」を推進することを位置付けています。これは、一昨年１０月の新憲法草案で9条2項を改め、「自衛軍を保持」し、アメリカと共に海外で戦争する道を打ち出したことに基づくものです。また、公明党は自民党の要請に応えて、連立与党の重点政策で「新しい時代にふさわしい憲法をめざす」と掲げることに同意しました。

民主党は、マニュフエストの本体では憲法に全く触れず、その枠外で「２００５年秋にまとめた『憲法提言』をもとに慎重かつ積極的に検討」するとしています。しかし、その「憲法提言」では、軍隊の保持と「武力の行使」を明記するとしています。この改憲姿勢は、自民党となんら変わりません。
このようななか、マスコミは、この選挙で自民党か民主党のどちらが政権をとるか、という視点での報道を強めています。しかし、こうした報道は、選ぶ対象を自民、民主に絞ることで国民の選択を改憲の枠内に閉じ込めるものであり、強く批判されなければなりません。
選挙後、自民・公明の与党は、国会に憲法審査会が設置されるのを受け、事実上の改憲原案の審議に入ろうとしています。また明文改憲を待たずに、解釈改憲で集団的自衛権行使に踏み出し、アメリカが海外で行う戦争に加わろうとしています。
しかしいま、改憲勢力に痛打を与え、憲法９条を守り、改憲を阻止する多数派形成に向けた展望は大きくひらかれています。その条件は、これまでになく広がっています。多くの国民は先の侵略戦争を美化する安倍内閣に警戒心を高めています。何より、どの世論調査を見ても、９条改憲反対は国民の多数派です。読売新聞の調査では「憲法改正」派が3年連続して減少し、戦後に憲法が果たしてきた役割についても86・5％の人が評価しています。
憲法会議は、日本が海外で戦争する国になることに反対する全てのみなさんに、改憲に突き進む安倍自公政権に厳しい審判を下すよう心から訴えます。日本国民の宝であり、戦争をなくしたいと願う世界の人たちの宝でもある９条を守るために、いまこそ全力をあげようではありませんか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２００７年７月１０日　憲法改悪阻止各界連絡会議
改憲勢力に痛打を与え、９条を守り、憲法が光り輝く２１世紀を切り拓こう
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三〇日、担当常幹は時間をかけて憲法をめぐる新たな局面、そのもとでの運動と課題について集中討論を行いました。冒頭、川村代表幹事が「憲法会議の四〇年とその伝統」と題して講演。その後、問題提起をもとに、改憲阻止の確かな多数派形成と憲法会議の役割について議論を深めました。当面、九月八日の大型学習会、九日の拡大幹事会を成功させ、秋のたたかいを大きく発展させようと意思統一しました。








　７月４日、湘南学園の生徒４人が来局。「なぜ憲法を変えないほうがよいとお考えですか？」などと、５点にわたって熱心に質問をしました。これは特別活動の一環として実施されたもので、インタビュー後の意見交換では、「９条変えるのは反対。変えたら戦争、テロが起きる」「与党は憲法の精神を残さず、すべてを変えようとしている。」「変える､変えない、それぞれに言い分があるが、自民党は無理やり変えようとしているのは問題。」など自分たちの考えが率直に語られました。





川村俊夫著・学習の友社　本体価格　1,143円


本書は、日米同盟一体化の状況をおいながら、集団的自衛権という考え方がどのようにつくられ、どのように議論されてきたのか、戦争の違法化の流れに逆行すると明確に論じます。（文）（『前衛』２００７年８月号「本棚」欄より）

















